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⽔産流通適正化法について

⽔産庁加⼯流通課
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漁業関係法令に関する検挙件数の推移

資料：都道府県調べ（平成30年１月～12月において、都道府県、海上保安庁、警察による検挙の件数である。）
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〇 漁業者による密漁が減少したが非漁業者による密漁が増加しているため、密漁件数全体では増加傾向。
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⾮漁業者の検挙件数及びなまこ・あわびの漁獲量の推移

○ ⾮漁業者の検挙件数及びなまこ・あわびの漁獲量の推移（海⾯）

○ 近年、複数人による潜水器を用いた夜間操業や探照灯の照射など、違法漁獲が悪質・巧妙化。
○ 非漁業者の検挙件数が近年増加する一方で、なまこ・あわびの漁獲量が大幅に減少。

※ ナマコについては、平成19年から平成30年までは統計外であり、令和元年から対象に戻った。 2
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漁業権の対象となる⽔産動植物（例：サザエ、イセエビ等）を権限なく採捕した者に対して適⽤されます。
【改正前】20万円以下の罰⾦
【改正後】100万円以下の罰⾦

改正漁業法での罰則の強化

【罰 則】 ３年以下の懲役 ⼜は 3,000万円以下の罰⾦
【対象⾏為】 許可、漁業権等に基づかずに特定⽔産動植物を採捕

【罰 則】 ３年以下の懲役 ⼜は 3,000万円以下の罰⾦
【対象⾏為】 密漁した特定⽔産動植物⼜はその製品を、情を知って運搬、保管、取得、処分の媒介・あっせん

許可を受けずに許可対象となる漁業（例：潜⽔器漁業、底びき網漁業等）を営んだ者に対して適⽤されます。
【改正前】３年以下の懲役 ⼜は 200万円以下の罰⾦
【改正後】３年以下の懲役 ⼜は 300万円以下の罰⾦

漁業権侵害の罪について罰則を引上げ

無許可操業等の罪について罰則を引上げ

密漁品流通の罪を新設

特定水産動植物の採捕禁止違反の罪を新設

アワビ、ナマコ、シラスウナギ
を特定水産動植物に指定

〇 平成30年の漁業法改正において、大幅に罰則を強化。
〇 特定水産動植物の採捕禁止違反の罪、密漁品流通の罪（罰則は３年以下の懲役又は3,000万円以

下の罰金）を新設。
〇 無許可操業等の罪、漁業権侵害の罪などの罰則を引上げ、全体として罰則を強化。
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国際社会でのIUU漁業撲滅に向けた流れ

○ ＦＡＯ（国連食糧農業機関）は、2001年にＩＵＵ漁業対策の考え方を取りまとめた「国際行動計画」を発表。

○ 我が国は、「国際行動計画」上の取組について、全て実施済み。

○ FAOは、2017年に「漁獲証明制度のための自主的ガイドライン」を策定。

（※ ＩＵＵ： Illegal fishing（違法漁業）、Unreported fishing（無報告漁業）、Unregulated fishing（無規制漁業））

14.4 水産資源を、実現可能な最短期間で少なくとも各資源の生物学的特性によって定められる最大持続生産量のレベ
ルまで回復させるため、2020年までに、漁獲を効果的に規制し、過剰漁業や違法・無報告・無規制（IUU）漁業及び破
壊的な漁業慣行を終了し、科学的な管理計画を実施する。

SDGs（持続可能な開発目標）(2015年９月)

環境
40. 違法・無報告・無規制(IUU)漁業は、世界の多くの地域において、引き続き海洋の持続可能性にとって深刻な脅威
となっているため、我‐は、海洋資源の持続的な利用を確保し、生物多様性を含め、海洋環境を保全するために、IUU
漁業に対処する重要性を認識しIUU漁業を終わらせるという我‐のコミットメントを再確認する。

G20 大阪首脳宣言（2019年６月28日・29日)

また、昨今の国際的な動向として、
下記のようなＩＵＵ漁業撲滅に向けた目標設定が行われている。



5

⽔産物流通に係る課題

国内流通に係る課題

〇 水産物については、一度流通すると、適法に漁獲されたものと違法に漁獲されたものと
の判別が困難。

〇 流通過程での違法漁獲物の混入を放置すれば、更なる違法漁業が助長されるとともに、
水産資源の持続的利用に悪影響を及ぼし、適正な漁業者等の経営が圧迫される。

輸入に係る課題

〇 国際社会においてＩＵＵ漁業撲滅の実行が求められており、世界有数の水産物輸入大
国である我が国においても、既に対策を講じているEUや米国同様、適正な輸入を担保す
る措置を講じる必要がある。
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⽔産物流通に係る対策

○ 適法な漁獲物であることを識別できるようにすることが必要。

○ 万が一違法漁獲物が流通していることが確認された場合には、流通を追跡できる

ようにすることが必要。

○ 輸出が違法漁獲物流通の抜け道とならぬよう、違法漁獲物の国外流出を防ぐ措置を

講じることが必要。

○ ＩＵＵ漁業対策に寄与するため、ＩＵＵ漁業に起因する漁獲物の国内流入を防ぐ措置を

講じることが必要。

国内流通の混入防止

IUU漁獲物の流入防止
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⽔産流通適正化制度の概要①

特定第二種水産動植物等に係る制度スキ‐ム特定第一種水産動植物等に係る制度スキ‐ム

※ 届出義務、伝達義務、取引記録義務、輸出入時の証明書添付義務等に違反した場合は罰則あり。

届
出

農林水産省（都道府県へ一部の権限を委任）

輸
出
業
者

届
出

通知
(届出番号)

取扱事業者

一次買受業者
加工・流通業者
販売業者 ※ 等

消
費
者
等

※ 小売店、飲食店については
届出義務は対象外。

漁業者又は
漁業者が所属
する団体

外国

国内流通

税関による
書類確認

輸入業者等

海外事業者

証明書の添付

証明書の発行

外国の政府機関等

日本

適法に採捕された
ことを示す証明書

適法に採捕された
ことを示す証明書

必要書類の
提出・申請

漁獲番号を含む取引記録を作成・保存す
るとともに、その一部を事業者間で伝達。

適法漁獲等
証明書発行

○ 国内において違法かつ過剰な採捕が行われるおそれが大きい魚種（特定第一種水産動植物）について、①
漁業者等による行政機関への届出、②漁獲番号等の伝達、③取引記録の作成・保存、④輸出時に国が発行
する適法漁獲等証明書の添付を義務付ける。

○ 国際的にIUU漁業のおそれが大きい魚種（特定第二種水産動植物）等については、輸入時に外国の政府機
関等発行の証明書等の添付を義務付ける。
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⽔産流通適正化制度の概要②

輸入の規制
特定第二種水産動植物（国際的にIUU漁業のおそれの大きい魚種）等については、適法に漁獲されたことを示す外国

の政府機関等発行の証明書等を添付してあるものでなければ、輸入してはならないこととする。

Ⅱ ＩＵＵ漁獲物の流⼊防⽌のための輸⼊の規制

（４）輸出の規制
特定第一種水産動植物等取扱事業者は、特定第一種水産動植物等につき、適法に採捕されたことを示す国が発行する

適法漁獲等証明書を添付してあるものでなければ、輸出してはならないこととする。

（３）取引記録の作成・保存
特定第一種水産動植物等取扱事業者は、特定第一種水産動植物等の譲受け又は譲渡しをしたときは、名称、重量又

は数量、年月日、相手方の氏名、漁獲番号等の事項に関する取引記録を作成・保存しなければならないこととする。（取扱
事業者も（１）と同様に届出を行う。）

（２）情報の伝達

届出採捕者、一次買受業者、流通業者、加工業者等（特定第一種水産動植物等取扱事業者）は、名称、漁獲番号等の

情報について事業者間で伝達しなければならないこととする。

Ⅰ 国内における違法漁獲物の流通防⽌のための規制
（１）漁業者等の届出

特定第一種水産動植物（国内において違法かつ過剰な採捕が行われるおそれが大きい魚種）の採捕の事業を行う者又
はその者が所属する団体であって、当該特定第一種水産動植物等の譲渡しの事業を行おうとするもの（届出採捕者）は、
当該採捕の事業が適法に行われるものである旨を行政機関に対し届け出なければならないこととするとともに、届出の際
に通知される番号を含む漁獲番号を伝達の上、譲渡しを行うこととする。 （第３条第１項・第２項）

（第６条・第８条）

（第11条）

（第10条第１項）

（第４条・第５条）

「公布の日から起算して２年を超えない範囲内において政令で定める日」とする。
（ ※ 漁業者等の届出に関しては、施行日前（６ヵ月前）から、事前の届出を可能とする。）

Ⅲ 施⾏期⽇

施行までの期間において、伝達義務や取引記録義務に係る電子化に向けたシステムの開発など、現
場での円滑な制度運用に向けた支援を講ずることを検討する。

その他
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特定第⼀種・第⼆種⽔産動植物等の取扱事業者に係る義務について

漁業者等

加工業者
流通業者

輸出事業者

譲り渡す時

届出
（施行日６か月前～）

届出
（施行後１か月以内）

①漁獲番号の伝達
※ 伝票等に記載することでも可

②取引記録の作成・保存
※ 国内消費者へ譲り渡した場合、漁獲番号の伝達、取引記録の作成・保存は不要

①漁獲番号の伝達
※ 伝票等に記載することでも可

②取引記録の作成・保存
※ 国内消費者へ譲り渡した場合、漁獲番号の伝達、取引記録の作成・保存は不要

輸出する時

○適法漁獲等証明書の申請・添付

譲り渡す時

小売事業者
飲食店 ○購入記録の作成・保存

※ 国内消費者へ譲り渡した場合、漁獲番号の伝達、取引記録の作成・保存は不要

譲り受ける時

届出は不要

法施行後

届出
（施行後１か月以内）

※ 施行日以後、新たに事業を開
始する者については、２週間以

内に届出が必要

特定第二種
水産動植物
輸入事業者

届出は不要

輸入する時

○外国の政府機関等が発行する証明書等
の添付

特
定
第
一
種
水
産
動
植
物
取
扱
事
業
者

参考１

○購入記録の作成・保存
※ 国内消費者へ譲り渡した場合、漁獲番号の伝達、取引記録の作成・保存は不要

譲り受ける時

○購入記録の作成・保存
※ 国内消費者へ譲り渡した場合、漁獲番号の伝達、取引記録の作成・保存は不要

譲り受ける時



10

漁業者・漁協や１次買受業者の対応について

漁獲番号等の伝達義務
※ 伝票等に記載することでも可

参考１‐１

漁業者・漁協 １次買受業者

届出

番号通知
届出

農林水産省（都道府県へ一部の権限を委任）

取引記録の
作成・保存義務

取引記録の
作成・保存義務
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１次買受業者や加⼯・流通・輸⼊業者の対応参考１‐２

１次買受業者
加⼯業者
流通業者

届出 届出

漁獲番号等の伝達義務
※ 伝票等に記載することでも可

農林水産省（都道府県へ一部の権限を委任）

取引記録の
作成・保存義務

取引記録の
作成・保存義務
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加⼯・流通・輸⼊業者や輸出事業者／⼩売業者・飲⾷店の対応参考１‐３

⼩売事業者
飲⾷店

届出

加⼯業者
流通業者

漁獲番号等の伝達義務
※ 伝票等に記載することでも可

農林水産省（都道府県へ一部の権限を委任）

取引記録の
作成・保存義務 購入記録の

作成・保存義務

不要

輸出事業者届出

届出

購入記録の
作成・保存義務
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輸出事業者〜税関の対応参考１‐４

申請
適法漁獲等
証明書発⾏

税関

適法漁獲等
証明書の添付

海外へ

農林水産省

取引記録の
作成・保存義務

届出

輸出事業者
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⼩売事業者・飲⾷店や消費者の対応参考１‐５

消費者⼩売事業者
飲⾷店

農林水産省（都道府県へ一部の権限を委任）

購入記録の
作成・保存は必要

販売記録の
作成・保存は不要

漁獲番号等の伝達➡不要

不要

届出
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特定第⼆種⽔産動植物等を輸⼊する事業者の対応参考２

輸⼊事業者海外事業者

外国政府
機関発行
の証明書
添付

税関

外国政府
機関発行
の証明書
添付

国内流通

農林水産省



16

荷口番号

流通におけるロット統合・分割と漁獲番号の管理について（案）

Ａ漁協ナマコ部会

ナマコ 5kg

0010001‐210615‐001

産地仲買人

ナマコ 5kg

0010001‐210615‐001

卸売業者Ｘ

ナマコ 5kg

0010001‐210615‐001

仲卸業者１

ナマコ 2kg

ナマコ 3kg

仲卸業者２

ナマコ 3kg

仲卸業者３

ナマコ 2kg

鮮魚店Ａ

ナマコ 1kg

日本料理店

Ａサイズ ナマコ 2kg

0010001‐210615‐001
0020010‐210620‐001
0020023‐210620‐003

5000001-
210625-001

鮮魚店Ｂ

ナマコ 1kg

寿司屋

Ｂサイズ ナマコ 2kg

割烹

Ｃサイズ ナマコ 2kg

Ｃ漁業者

ナマコ 2kg

0020010‐210620‐001

Ｄ漁業者

ナマコ 3kg

0020023‐210620‐003

産地仲買人

ナマコ 5kg

0020010‐210620‐001
0020023‐210620‐003

卸売業者Ｙ

ナマコ 5kg

0020010‐210620‐001
0020023‐210620‐003

統合

産地卸売市場

産地Ａ

産地B

消費地卸売市場

0010001‐210615‐001

0010001‐210615‐001

0010001‐210615‐001

0010001‐210615‐001

0020010‐210620‐001
0020023‐210620‐003

0020010‐210620‐001
0020023‐210620‐003

0010001‐210615‐001
0020010‐210620‐001
0020023‐210620‐003

0010001‐210615‐001
0020010‐210620‐001
0020023‐210620‐003

0200010 – 210615 ‐ 001漁獲番号

届出番号
（漁業者・漁協ごとに
割り振られる番号）

年月日
2021年06月15日

取引番号

ナマコをサイズご
とに再編成

参考３

荷口番号

5000001-
210625-002

荷口番号

5000001-
210625-003
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産地市場・漁協に対する⽀援策について

〇 水産流通適正化制度の円滑な実施に向け、産地市場・漁協等が、端末を利用して漁獲番号等の取引情報を
電子化し、漁業者や仲買人に伝達するシステムの構築を支援。

水揚げ 競り

漁獲番号等の取引情報をスマホ
などで管理・伝達

○ 競りの結果を紙に書き、システムに
再度入力する作業を省略可能とすると
ともに、取引業者への正確かつ迅速な
情報伝達を実現

支援項目

① 産地市場等において、漁獲番号等の取引情報を管理・伝達するた
めの端末等の導入費用（１／２補助）

② 産地市場等において、端末等で入力した取引情報が共販システム
へ送信できるようにするためのシステム改修費用（１／２補助）

③ 産地市場等が導入した端末等の使用方法等について、システム会
社から説明を受ける際に必要な説明担当者の人件費及び旅費（定額
補助）

漁獲番号等の取引情報の
作成・記録、伝達を容易
にします

＜ポイント＞
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周知・普及啓発等に関する⽀援策について

協議会を構成

漁業協同組合等

⼩売・飲⾷業者

加⼯・流通業者
都道府県

有識者

協⼒・⽀援

協議会で想定される検討事項
○集荷から競り、出荷までの⼿続きの確認とルールの整備
○漁獲番号等の付与・伝達等の履⾏⽅法の確認
○システムの導⼊ 等

協議会の業務
○ ⽔産流通適正化制度の対象となる事業者等に
対する説明会等を通じた周知・普及啓発

○ 関係事業者の取組に対する各種⽀援・助⾔
等

○ 水産流通適正化法の対象魚種となる特定の水産動植物の流通にあたっては、漁獲番号の伝達、記録の保存等が必要
となるが、制度の円滑な施行に向け、各地域において制度の理解を深め、実行的かつ適正な取組をできるようにする
ことが必要。

○ 当該制度は漁業者のみならず、加工業者・流通業者・販売業者等、多くの事業者の協力が必要であることから、関
係者の間で認識を共有し、協力して取り組む体制を構築する必要。

○ そのため、都道府県単位で、都道府県、漁業協同組合、漁業者、加工・流通業者等を構成員とした協議会を組織し
ていただき、国はその運営に対して支援を行うこととする。
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本制度の導⼊による効果

本制度の導入により、

○ 違法に採捕された水産物（違法漁獲物）を国内流通から排除
することができ、密漁等の非漁業者による法令違反件数が減少
し、持続的な水産資源の利用が可能となる。

○ また、違法漁獲物の国内市場への流入を防ぎ、信頼できる水
産物のみが取り扱われ、流通することとなるため、流通業者、
加工業者等の取り扱う水産物の信頼性の向上、取引の円滑化に
寄与することとなる。

○ 海外からの違法漁獲物の流入を防止することにより、違法漁
獲物の国内市場流通への悪影響が排除され、適正な国内市場環
境を実現できる。


